
２．免許状更新講習とは

教員免許更新制について

教員として必要な資質能力が保持されるよう、定期的に最新の知識技能を身に付けるこ
とで、教員が自信と誇りを持って教壇に立ち、社会の尊敬と信頼を得ることが目的。
教員免許更新制の導入：平成２１年４月１日

１．教員免許更新制の目的

（１）免許状更新講習を開設できる者
大学、指定養成機関、都道府県等の教育委員会、独立行政法人・公益法人

（２）免許状更新講習の内容
①［必修領域］（１２時間以上）
教職についての省察並びに子どもの変化、教育政策の動向及び学校の内外にお
ける連携協力についての理解に関する事項
②［選択領域］（１８時間以上）
教科指導、生徒指導その他教育の充実に関する事項

３．英語教育に関する実施状況

平成２５年度：１９１大学等、４３７講習 (定員：２３，４３２人）

〔英語教育に関する講習（例）〕

○小学校外国語活動と小中連携の英語教育の指導法と理論（愛知教育大学）
「小学校外国語活動と小中連携の英語教育」を指導するための理論・実践的な知識・

演習を行う。 学習指導要領に基づいた小学校外国語活動と中学校英語教育の基本的な
理念と目標。入門期の英語教育において効果的な教授法、教材論、評価論等についての
理論。小学校から中学校へと連携できる英語教育についてのシラバスや指導案作成方法。
また、語彙指導や発音指導等、理論的な枠組みから実践に結びつける。

○中学校及び高等学校における英語授業の理論と実践（大阪教育大学）
英語学及び英語科教育の理論と実践の両面を考慮に入れ、英語の教授・学習の過程に
働く原理・原則を学びます。英語科教育の目標を見直した上で、総合的英語コミュニケー
ション能力を育てうる中学校及び高等学校における英語授業のあり方を検討します。英語学
の知見を踏まえ、英語学習者の情意的及び認知的要因が英語学習にどのように作用するか、
教材はどうあるべきかなどを熟慮し、模擬授業を組み立てながら効果的な教授法を模索しま
す。

○Instructional Technologies in the Language Classroom（外国語教育におけるテクノロ
ジーの活用）（高知工科大学）
この講座の目的は、テクノロジー(ICT)を活用した、外国語教育指導法を紹介するものであ
る。実践的な活動を通じて、先進的なテクノロジーを授業に導入する方法を学ぶことができる。
とりあげるテクノロジーは、マルティメディア教材、コースマネジメントシステム、モバイル学習
ツールであり、リーディング、ライティング、リスニング、スピーキングの４技能のすべてのスキ
ルをカバーする。講習での使用言語は英語。英語で教科指導を学ぶことにより、英語運用
能力の向上も図る。

○あなたにも作れるCAN-DOリスト-新しい英語の学習到達目標（明海大学）
2011年に発表された文科省・「国際共通語としての英語力向上のための５つの提言と具体
的施策」の中に、CAN-DOリストの形による学習到達目標の設定と、生徒の英語力の達成状
況の把握の必要性が謳われています。CAN-DOリストとは何かを諸外国の言語教育を参照
しながら、CAN-DOリストの作成方法、およびCAN-DOリストを用いた授業実践とはどのよう
なものかを考えていきます。



 

 

教員免許更新制度の改善について（報告）概要 
教員免許更新制度の改善に係る検討会議（平成 26年３月 18日） 

 

検討の背景 

 
○  教員免許更新制度は、教員免許状に一定の有効期限を付し、その時々で求められる

教員として必要な資質能力が確実に保持されるよう、必要な刷新（リニューアル）を

行う仕組みとして、平成 21年４月に導入され、既に約５年が経過。 

○  教育職員免許法は、免許状更新講習に係る制度について、施行後５年を経過した場

合に検討を加え必要な措置を講ずることを規定。 

○  また、グローバル化などの社会の急速な変化を受け、免許状更新講習において、教

員が適時に現代的な教育課題を学べるようにすることが求められている。 
 

具体的な改善方策 

 
 
 
（1）「必修領域」の見直しと「選択必修領域」の導入 
 

【現状】 
 
（受講者・講習開設者） 

・必修領域（八つの内容）の各内容の履修深度が浅く、より深い履修・教授を希望。

全学校種・免許種共通のため、各学校種・免許種のニーズに焦点が合わない。現職

研修においても必ず取り扱われる事柄は、受講者によっては既に学び理解。 
 

 （社会の要請） 

・社会の急速な変化を受け、教員に、現代的な教育課題に対応する指導力が必要。免

許状更新講習においても、現代的な教育課題の特質により、学校種・免許種や教職

経験に応じた講習が、適時に十分提供されることが必要。 
 

【改善策】 
 

◆「必修領域」を精選 

全受講者が共通して学ぶ内容や時間数を削減（12時間→６時間）。 
①国の教育政策や世界の教育の動向、②教員としての子ども観、教育観等についての省
察、③子どもの発達に関する脳科学、心理学等における最新の知見（特別支援教育に関
するものを含む。）、④子どもの生活の変化を踏まえた課題。 

 
◆「選択必修領域」を新設 

学校種・免許種や教職経験に応じて現代的な教育課題を適時に多くの受講者が 

    学べ、かつ、現職研修経験に応じて履修内容を調整できる領域を設定（６時間）。 
①学校を巡る近年の状況の変化、②学習指導要領の改訂の動向等、③法令改正及び国の
審議会の状況等、④様々な問題に対する組織的対応の必要性、⑤学校における危機管理
上の課題、⑥教育相談（いじめ・不登校への対応に関するものを含む。）、⑦進路指導・
キャリア教育、⑧学校・家庭・地域の連携・協働、⑨道徳教育、⑩英語教育、⑪国際理
解・異文化理解教育、⑫教育の情報化（ICTを利用した指導、情報教育[情報モラルを含
む]等）。（①～⑤は必修領域から移す内容。） 

 
（2）修了認定試験と修了認定手続の改善 
 

◆ 複数人による作問検討、受講者の評価や解答結果を踏まえた次年度試験の改善 

◆ 各講師が行った合否判定の判定委員会における適否確認等、より公正な修了認定

の工夫 等 
 

Ⅰ 現代的な教育課題に対応できる免許状更新講習に係る枠組み・内容の改善について 

ｃ 



 

 

 
 

（1）今後の十年経験者研修の在り方 
 

【現状】 
 

・現職研修と免許状更新講習は、制度上の趣旨・目的が異なるが、その受講により、

教員としての専門性の向上が期待される点においては同じ機能を有する。 

・現実として、十年経験者研修をはじめとする現職研修と免許状更新講習を同時期に

受講する現職教員には、教育活動や校務等との日程調整の難しさをはじめとする負

担感が生じている。 
 

【改善策】 
 
◆ 当面の間、十年経験者研修と免許状更新講習が同時期に重なる現職教員について

は、教育公務員特例法に定める「特別の事情がある場合」として、任命権者（都道

府県等教育委員会）が、十年経験者研修の実施時期を免許状更新講習と重ならない

よう計画することが適当。 
 
◆ 今後の十年経験者研修の在り方については、各任命権者の判断で、教職経験に応

じた体系的な研修を行うものとする方向で、教育公務員特例法の規定の見直しを検

討することが必要。      
 

（2）免許状更新講習の受講環境の充実と教職生活への一層の活用の在り方 
 

◆  インターネット利用等による通信教育型の免許状更新講習の充実 

◆  免許状更新講習と免許法認定講習の相互認定による新たな教員免許状取得に向け

た学びの促進 等 
 
 
 
 

（1）免許状所有者・学校関係者による教員免許状情報の一元的把握と共有 
 

【現状】 

・免許状所有者が免許状更新講習の受講や免許管理者（都道府県教育委員会）に対す

る申請の必要性・時期を認識しておらず、教員免許状が失効・休眠した状態で勤務・

採用、授業を実施した事例あり。 

・特に、公立学校教員は、教員免許状の失効により教育公務員の身分を喪失し失職。 

・失効・休眠した教員免許状の所有者が行った教育活動は校長判断で補習。児童生徒

に負担が生じている。 

・教員免許状は種類ごとにＡ４サイズ程度の紙媒体で授与。複数所有する者も多く、

紛失しやすい。 

【改善策】 

◆ 免許状所有者が、免許状更新講習の受講時期や免許管理者への申請時期、全所有免

許状を一元的に管理・把握できるよう、カード化した「教員免許証」(仮称)を導入。 

◆ 学校関係者や免許状所有者が「教員免許証」上の照合番号を入力し、免許状情報

を確認できる簡易検索システムを導入。出力した教員免許状情報を表簿として学校

に備え付け。授与権者（都道府県教育委員会）・免許管理者が情報を正式に証明する

「教員免許状情報証明書」（仮称）も導入。 
 

（2）新教員免許状制度・旧教員免許状制度の相違を踏まえた周知方策の充実 

◆  「教員免許証」を交付する際に、併せて保存・携帯が可能な、新・旧教員免許状に

係る制度概要や具体の運用に関する要点説明資料を附属するなど周知方策を充実。 

◆  情報を得にくい非現職教員が免許状更新講習を受けやすいよう、講習開設者の判

断で、追加募集等において、受講対象者証明書のない者の受講を認める運用を行う。  

Ⅱ 現職研修と免許状更新講習の関係の整理について 

ｃ 

Ⅲ 教員免許状情報の一元的把握と教員免許更新制度の周知方策の充実について 

ｃ 



※上記研修の他、１０年に一度、免許更新講習の受講が必要。 ※　各研修の実施時期は、目安

１年目　　　　　　　５年目　　　　　　　10年目　　　　　　 15年目　　　　　　 20年目　　　　　　 25年目　　　　　　 30年目

教員研修の実施体系

中堅教員研修

英語教育海外派遣研修（２ヶ月）

・学校組織マネジメントや国語力向上に向けた教育の推進等のための指導者養成研修等

・教育課題研修指導者の海外派遣プログラム（２週間程度）

産業教育等の指導者の養成を目的とした研修等

初任者研修 １０年経験者研修

５年経験者研修 ２０年経験者研修

教科指導、生徒指導等に関する専門的研修

大学院、民間企業、海外の教育機関等への長期派遣研修

市町村教育委員会が実施する研修、校内研修、教育研究団体・グループが実施する研修、教員個人の研修

生徒指導主事研修等

新任教務主任等研修

新任校長・副校長・教頭等研修

●各地域で学校教育において中心的な役割を担う校長、副校長・教頭及び中堅教員等に対する学校経営研修等

●学校が抱える喫緊の重要課題について、地方公共団体が行う研修等の講師や企画・立案等を担う指導者の養成等を目的とした研修

●共益的事業として地方公共団体からの委託等により例外的に実施する研修

●法定研修（原則として全教員が対象のもの）

●教職経験に応じた研修

●職能に応じた研修

●長期派遣研修

●専門的な知識・技術に関する研修

●市町村教委、学校、教員個人等の研修
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●指導が不適切な教員に対する研修（法定研修）

指導改善研修

副校長・教頭等研修

校長マネジメント研修
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小学校における英語活動等国際理解活動指導者養成研修
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●各学校段階における英語教育推進リーダーや外国語指導助手等に対する英語力及び英語指導力向上研修

英語教育推進リーダー中央研修（5日×2回）

●米国の理解を深め、英語教員の英語指導力、英語によるコミュニケーション能力の充実を目的とした研修

若手英語教員米国交流事業（6ヶ月）

国から委託を受けて各自治体が行う英語指導力向上研修 （１４時間程度）



●平成24年度「英語力を強化する指導改善の取組」における取組の１つとして、事業委託先である
45道府県で、 英語担当教員に対する研修を実施（延べ約1万3千人）。 ※各道府県で、年間平均８回実施

●平成25年度「英語によるコミュニケーション能力・論理的思考力を強化する指導改善の取組」における取組と
して、 事業委託先である44道府県で、英語担当教員に対する研修を実施（延べ約1万4千人）
※各道府県で、年間平均９回実施

●平成26年度から「外部専門機関と連携した英語指導力向上事業」を開始し、国がブリティッシュ・カウンシルと
連携し、小・中・高等学校における英語教育推進リーダーやALTを対象とした研修を実施（500人）。また都道府
県等が行う指導力向上研修を支援。

●日本人若手英語教員米国派遣事業において、平成23年度より毎年約100人の中学校及び高等学校の教員
を米国大学に派遣（平成24年度 101名、平成25年度 107名）

●教職員等海外派遣研修（独立行政法人教員研修センターで実施）（定員30人）
各地域において英語教育を推進する中核教員を育成するため、優れた研究課題を有する者を海外に派遣し、
英語教育に関する指導力の向上等を目指す。

●各都道府県等の研修センター等を中心として、英語の指導力・コミュニケーション能力向上を目的とした研修
を実施

都道府県・指定都市等教育委員会が主催した国内での研修の参加者数

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成24年度

中学校教員 ７，１０４人 --- --- ６，５４３人

高等学校教員 ２，８９２人 ２，８２２人 ２，６４０人 ３，１３３人

※英語担当教員総数
（平成25年度）
中学校 ： 約3万1千人
高等学校 ： 約2万4千人

英語教員等に対する研修の実施状況

出典：平成25年度「英語教育実施状況調査」
平成15～19年度「英語教育改善実施状況調査」

※平成24年度の人数は、中学校の英語担当教員を対象として,複数日にわたって学習指導要領に基づく授業の展開方法や,具体的な言語活動の指導や評価の方法などにつ
いて理解と実践を深めることで指導力の向上を図る研修（小学校教員や高等学校の英語担当教員との合同研修も含む）のに限る。 研修が断続的に複数日にわたって行わ
れる場合も含む。
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英語担当教員に対する集中的な研修の実施状況（１）

【中学校及び中等教育学校（前期課程）】（平成24年度実績）

市町村教育委員会が主催した研修
都道府県・指定都市教育委員会が

主催した研修

国内で実施した
研修

海外で実施した
研修

国内で実施した
研修

海外で実施した
研修

実施した教育委員会の数

146 (51) 5 (6) 32 (18) 4 (5)

8.4% (3.0%) 0.3% (0.3%) 47.8% (26.9%) 6.0% (7.5%)

研修を受講した教員数

3,515 人 (1,301人) 9 人 (11人) 2,990 人(2,693人） 29 人 (29人）

11.3% (4.2%) 0.03% (0.04%) 9.6% (8.8%) 0.1% (0.1%)

民間・財団法人等が主催した研修

国内で実施した研修 海外で実施した研修

研修を受講した教員数
2,561 人 192 人

8.3% 0.6%

注1） 本設問における「集中的な研修」とは，高等学校の英語担当教員を対象として，複数日にわたって学習指導要領に基づく
授業の展開方法や，具体的な言語活動の指導や評価の方法などついて理解と実践を深めることで指導力の向上を図る
研修（中学校英語担当教員との合同研修も含む）のことを指す。研修が断続的に複数日にわたって行われる場合も含む。

出典：「英語教育実施状況調査」（H25年）

（）内は前年度数値



英語担当教員に対する集中的な研修の実施状況（２）

注1） 本設問における「集中的な研修」とは，高等学校の英語担当教員を対象として，複数日にわたって学習指導要領に基づく
授業の展開方法や，具体的な言語活動の指導や評価の方法などついて理解と実践を深めることで指導力の向上を図る
研修（中学校英語担当教員との合同研修も含む）のことを指す。研修が断続的に複数日にわたって行われる場合も含む。

【高等学校及び中等教育学校（後期課程）】（平成24年度実績）

市町村教育委員会が主催した研修
都道府県・指定都市教育委員会が

主催した研修

国内で実施した
研修

海外で実施した
研修

国内で実施した
研修

海外で実施した
研修

実施した教育委員会の数
6 (4) 0 (0) 38 (21) 8 (4)

--- --- 56.7% (31.3%) 11.9% (6.0%)

研修を受講した教員数
132 人 (16人) 0 人 (0人) 2,964 人 (742人) 37 人 (14人)

--- --- 12.7% (3.1%) 0.2% (0.1%)

民間・財団法人等が主催した研修

国内で実施した研修 海外で実施した研修

研修を受講した教員数 1,554 人 103 人

6.7% 0.4%

出典：「英語教育実施状況調査」（H25年）

英語担当教員による校内研修等の実施状況

【高等学校及び中等教育学校（後期課程）】（平成25年度計画）

（英語担当教員同士の授業公開の実施） 合計

実施している 2,815 実施していない 677 3,492 

（英語担当教員による指導と評価に関する研修の実施） 合計

実施している 1,928 実施していない 1,564 3,492 

中・高連携の実施状況
【高等学校及び中等教育学校（後期課程）】（平成25年度計画）

連携している 連携していない 合計

英語教育に関する
中学校・高等学校の連携 1,001 2,491 3,492 

出典：「英語教育実施状況調査」（H25年）

情報交換（指導方法等についての検討会，合同研修の実施等） 548 

交流（授業参観，高等学校の外国語担当教員による中学校での授業等） 844 

その他（具体的に以下に記入） 90 



小中連携の状況

平成２４年度実績 平成２５年度計画

中学校区総数 9,627 (9,173) 9,653 (9,149)

実施した（する） 6,764 (5,810) 7,246 (6,623)

全中学校区に占める割合→ 70.3% (63.3%) 75.1% (72.4%)

実施しなかった（しない） 2,863 (3,363) 2,407 (2,526)

平成２４年度
実績

平成２５年度
計画

情報交換
（互いの取組・実践を情報として交換する。）

例： 授業参観, 年間指導計画の交換
5,958 (4,925) 6,401 (5,678)

取り組んでいる中学校区の割合 61.9% (53.7%) 66.3% (62.1%)

交流（情報交換した内容について研究協議
する。互いの学校で授業を行う。）

例：指導方法等についての検討会,授業参観後の
研究協議,中学校教員による小学校での授業

4,510 (3,978) 4,891 (4,584)

取り組んでいる中学校区の割合 46.8% (43.4%) 50.7% (50.1%)

小中連携したカリキュラムの作成 1,107 (787) 1,296 (1,122)

取り組んでいる中学校区の割合 11.5% (8.6%) 13.4% (12.3%)

【実施状況】

【中学校及び中等教育学校（前期課程）】

【取組内容】

出典：「英語教育実施状況調査」（H25年）

（）内は前年度数値

（）内は前年度数値

平成２６年度予算額 261,415千円(新 規）

外部専門機関と連携した英語指導力向上事業

新学習指導要領の
全面実施（小：Ｈ23、
中：Ｈ24、高：Ｈ25）

教育再生実行会議第三次提言（Ｈ25.5.28）
・小学校英語の抜本的拡充等について提言

第２期教育振興基本計画
（Ｈ25.6.14閣議決定）

求められる英語力の成果指標明示

○国が外部専門機関（外国の公的機関等）と連携して以下を対象とした指導力向上事業を実施

・小学校英語教育の推進リーダー

・中・高等学校の英語教育推進リーダー

・外国語指導助手

○都道府県・政令指定都市教育委員会が外部専門機関（外国の公的機関、大学等）と連携して指導力向上事業を実施

※域内の英語教育改善プランの策定、明確な目標設定及び目標管理

【取組例】

・国の指導力向上研修を修了した推進リーダーによる研修

・域内の大学等との連携 ・海外（米国等）大学等からの講師招聘 等

今後５年間程度をかけ、小学校中核教員、中・高の英語教員の指導力向上を図る

グローバル化に対応
できる人材の育成

指導力の向上
【求められる英語力】
英語担当教員 英検準１級程度以上
中学３年生 英検３級程度
高校３年生 英検準２級～２級程度

一定以上の
英語力担保

資質能力の育成

◆国及び都道府県による目標管理
【成果指標】 求められる英語力を有する教員、

生徒の割合
■都道府県別に調査データを公表。
■都道府県は年次目標を設定。

中間評価により、継続の可否を判断。

1年目
2年目

3年目 4年目
5年目

英語担当教員 中27.7％
高52.3％

中50％
高75％

中学校
３年生

高校
３年生

中
間
評
価

31.2% 50％

31.0% 50％

日本再興戦略（Ｈ25.6.14閣議決定）
・英語教育の強化
・小学校英語等に関する検討



英語指導体制の抜本的強化

H26 H27 H28 H29 H30

推進リーダー
・国／専門機関と連

携した研修や海外
派遣研修等に参加

中核教員

・推進リーダーによる
研修や海外研修等
に参加

・中学校の免許状を有
する者

学級担任

・都道府県による研修
や校内研修等に
参加

推
進
リ
ー
ダ
ー

中
核
教
員

AL
T

担
任

地
域
人
材

各地域

各小学校

小学校

中核教員

推進リーダー

小学校学級担任

ネイティブ・スピーカー等

・研修の充実を通じた外国語指導
助手（ALT）の専門性向上

英語指導力を
十分に考慮

外国語指導法等、
資質能力の育成

中・高等学校教員

・高い英語力 を有する者の採用
・専門機関と連携した研修に参加
・教員の英語力の県ごとの公表

採用選考

養成課程

担
任

５年後の姿

外国人
講師

地域人材

担
任

AL
T

これらの研修に加え、教員養成課程の改善充実により、英語指導力に優れた小学校教員を養成・輩出

各地域

学校現場

各地域

小中連携

指導力
研修

英語教育推進リーダー
自己学習

ICT

校内研修
支援

中核教員

自己学習

ICT担任＋外部人材
専科教員

英語教育推進リーダー
中核教員

中学校

担任＋ALT＋外部人材 担任＋ALT

ICT ICTICT

各校の英語科教員

専科教員

指導力
研修

（独）教員研修センター等

外部専門機関
英語教育推進リーダー

【小学校】

【中学・高校】

国

指導力
研修

新たな英語教育の実現のための研修体制（イメージ）



第2期教育振興基本計画（概要）

第２部今後５年間に実施すべき教育上の方策

～四つの基本的方向性に基づく，８の成果目標と３０の基本施策～

２．未来への飛躍を実現する人材の養成

成果目標５（社会全体の変化や新たな価値を主導・創造する人材等の養成）

「社会を生き抜く力」に加えて，卓越した能力※を備え，社会全体の変化や新たな価値を主
導・創造するような人材，社会の各分野を牽引するリーダー，グローバル社会にあって様々な
人々と協働できる人材，とりわけ国際交渉など国際舞台で先導的に活躍できる人材を養成す
る。これに向けて，実践的な英語力をはじめとする語学力の向上，海外留学者数の飛躍的な
増加，世界水準の教育研究拠点の倍増などを目指す。

（※能力の例：国際交渉できる豊かな語学力・コミュニケーション能力や主体性，チャレンジ精神，異文化理解，日
本人としてのアイデンティティ，創造性など）

【成果指標】
＜グローバル人材関係＞
①国際共通語としての英語力の向上
・学習指導要領に基づき達成される英語力の目標（中学校卒業段階：英検３級程度以上，高
等学校卒業段階：英検準２級程度～２級程度以上）を達成した中高校生の割合５０％
・卒業時の英語力の到達目標（例：ＴＯＥＦＬ ｉＢＴ８０点）を設定する大学の数及びそれを満た
す学生の増加，卒業時における単位取得を伴う海外留学経験者数を設定する大学の増加
②英語教員に求められる英語力の目標（英検準１級，ＴＯＥＦＬ ｉＢＴ８０点，ＴＯＥＩＣ７３０点程
度以上）を達成した英語教員の割合（中学校：５０％，高等学校：７５％）

基本施策１６

外国語教育，双方向の留学生交流・国際交流，大学等の国際化など，グローバ
ル人材育成に向けた取組の強化

【主な取組】
１６－１ 英語をはじめとする外国語教育の強化

新学習指導要領の着実な実施を促進するため，外国語教育の教材整備，英
語教育に関する優れた取組を行う拠点校の形成，外部検定試験を活用した生
徒の英語力の把握検証などによる，戦略的な英語教育改善の取組の支援を行
う。また，英語教育ポータルサイトや映像教材による情報提供を行い，生徒の英
語学習へのモチベーション向上や英語を使う機会の拡充を目指す。大学入試に
おいても，高等学校段階で育成される英語力を適切に評価するため，ＴＯＥＦＬ
等外部検定試験の一層の活用を目指す。

また，小学校における英語教育実施学年の早期化，指導時間増，教科化，指
導体制の在り方等や，中学校における英語による英語授業の実施について，検
討を開始し，逐次必要な見直しを行う。教員の指導力・英語力の向上を図るた
め，採用や自己研鑽等での外部検定試験の活用を促すとともに，海外派遣を含
めた教員研修等を実施する。



● 教育再生実行会議 「これからの大学教育等の在り方について（第三
次提言）」 平成２５年５月２８日（抜粋）

１．グローバル化に対応した教育環境づくりを進める。
②意欲と能力のある全ての学生の留学実現に向け、日本人留学生を

12万人に倍増し、外国人留学生を30万人に増やす。
○ 国は、企業や個人等との協力による給付型奨学金等を含めた留学

費用の支援のための新たな仕組みを、寄附促進の仕組みも含め創
設し、秋入学など学事暦の柔軟化に伴うギャップターム等を活用し
た留学や海外での体験活動を含め、日本人学生・生徒の短期、長
期の海外留学に対する支援を抜本的に強化する。また、地方公共
団体においても、留学費用の支援に関し企業や個人からの多様な
支援が得られるよう体制を整備する。

③初等中等教育段階からグローバル化に対応した教育を充実する。
○ 国は、小学校の英語学習の抜本的拡充（実施学年の早期化、指導

時間増、教科化、専任教員配置等）や中学校における英語による
英語授業の実施、初等中等教育を通じた系統的な英語教育につい
て、学習指導要領の改訂も視野に入れ、諸外国の英語教育の事例
も参考にしながら検討する。国、地方公共団体は、少人数での英語
指導体制の整備、JET プログラムの拡充等によるネイティブ・スピー
カーの配置拡大、イングリッシュキャンプなどの英語に触れる機会の
充実を図る。

○ 国は、英語教員の養成に際してネイティブ・スピーカーによる英語科
目の履修を推進する。国及び地方公共団体は、英語教員がTOEFL
等の外部検定試験において一定の成績（TOEFL iBT80程度等以
上）を収めることを目指し、現職教員の海外派遣を含めた研修を充
実・強化するとともに、採用においても外部検定試験の活用を促進
する。

○ 国は、グローバル・リーダーを育成する先進的な高校（「スーパーグ
ローバルハイスクール」(仮称)）を指定し、外国語、特に英語を使う
機会の拡大、幅広い教養や問題解決力等の国際的素養の育成を
支援する。（略）国及び地方公共団体は、高校生の海外交流事業や
短期留学への参加を積極的に支援する。日本人学校等の在外教育
施設において、現地の子どもを積極的に受け入れ、日本語教育や
日本文化理解の促進に努める。



● 「経済財政運営と改革の基本方針～脱デフレ・経済再生～」 平成２５年６月１４日閣議決定（抜粋）
第２章 強い日本、強い経済、豊かで安全・安心な生活の実現
３．教育等を通じた能力・個性を発揮するための基盤強化
（１）教育再生の推進と文化・スポーツの振興

（教育再生）
「教育基本法」の理念を始め、教育再生実行会議の提言を踏まえつつ、第２期教育振興基本計画等に基づき、

人材養成のための施策を総合的に行い、教育再生を実行する。
世界トップレベルの学力の達成等に向け、英語教育・理数教育・ICT 教育・道徳教育・特別支援教育の強化など

社会を生き抜く力の養成を行う。意欲と能力に富む若者の留学環境の整備や大学の国際化によるグローバル化
等に対応する人材力の強化や高度外国人材の活用、ガバナンスの強化による大学改革とその教育研究基盤の確
立を通じた教育研究の活性化など、未来への飛躍を実現する人材の養成を行う。就学支援を行うとともに高校無
償化制度の見直しを行う。（略）

● 「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」 平成２５年６月１４日閣議決定（抜粋）
第Ⅰ．総論
２．成長への道筋
（２）全員参加・世界で勝てる人材を育てる

（日本の若者を世界で活躍できる人材に育て上げる）
（略）また、「鉄は熱いうちに打て」のことわざどおり、初等中等教育段階からの英語教育を強化し、高等教育等
における留学機会を抜本的に拡充し、世界と戦える人材を育てる。

５．「成長への道筋」に沿った主要施策例
（２）全員参加・世界で勝てる人材を育てる

（日本の若者を世界で活躍できる人材に育て上げる）
④世界と戦える人材を育てる
＜成果目標＞
◆2020 年までに留学生を倍増する（大学生等６万人→12 万人）

（ⅰ）初等中等教育段階からの英語教育を強化する。このため、小学校における英語教育実施学年の早期化、
教科化、指導体制の在り方等や、中学校における英語による英語授業実施について検討する。 【今年度
から検討開始】

（ⅱ）グローバル化に対応した教育を行い、高校段階から世界と戦えるグローバル・リーダーを育てる。このため、
「スーパーグローバルハイスクール（仮称）」を創設する。【来年度から実施】

（ⅲ）意欲と能力のある高校・大学等の若者全員に、学位取得等のための留学機会を与える。このための官民が
協力した新たな仕組みを創設する。【本年８月末までに結論】

第Ⅱ．３つのアクションプラン
一．日本産業再興プラン ～ヒト、モノ、カネを活性化する～
２．雇用制度改革・人材力の強化

⑦グローバル化等に対応する人材力の強化
世界に勝てる真のグローバル人材を育てるため、「教育再生実行会議」の提言を踏まえつつ、国際的な英語試

験の活用、意欲と能力のある若者全員への留学機会の付与、及びグローバル化に対応した教育を牽引する学
校群の形成を図ることにより、2020 年までに日本人留学生を６万人(2010 年)から12 万人へ倍増させる。優秀な
外国人留学生についても、2012 年の14万人から2020 年までに30 万人に倍増させること（「留学生30 万人計画」
の実現）を目指す。（略）

○意欲と能力のある若者全員への留学機会の付与
・高校・大学等における留学機会を、将来グローバルに活躍する意欲と能力のある若者全員に与えるため、

留学生の経済的負担を軽減するための寄附促進、給付を含む官民が協力した新たな仕組みを創設する。
(略)

○グローバル化に対応した教育を牽引する学校群の形成
・グローバル・リーダーを育てる教育を行う新しいタイプの高校（「スーパーグローバルハイスクール（仮称）」）

を創設する。
・一部日本語による国際バカロレアの教育プログラムの開発・導入等を通じ、国際バカロレア認定校等の大幅

な増加を目指す（2018 年までに200 校）。
○初等中等教育段階からの英語教育の強化

・小学校５、６年生における外国語活動の成果を今年度中に検証するとともに、小学校における英語教育実
施学年の早期化、指導時間増、教科化、指導体制の在り方等や、中学校における英語による英語授業の
実施について、今年度から検討を開始し、逐次必要な見直しを行う。



国際共通語としての英語力向上のための５つの提言と具体的施策（概要）

＜具体的施策＞

○ 国は、「聞くこと」「話すこと」「読むこと」「書くこと」を総合的に問う入試問題の開発・実施を促進。

○ 国は、AO入試・一般入試等においてＴＯＥＦＬ・ＴＯＥＩＣ等の外部検定試験の活用を促進。

＜具体的施策＞

○ 国や教育委員会、学校は外部検定試験を活用し生徒に求められる英語力の達成状況を把握・検証。
※学習指導要領に基づき達成される生徒の英語力 中学校卒業段階：英検３級程度以上 高等学校卒業段階：英検準２級～２級程度以上

○ 国は、国として学習到達目標をＣＡＮ-ＤＯリストの形で設定することに向けて検討。
○ 学校は、学習到達目標をＣＡＮ-ＤＯリストの形で設定・公表し、達成状況を把握。

提言１：生徒に求められる英語力について、その達成状況を把握・検証する。

＜具体的施策＞
○ 教育委員会や学校は、企業の協力を得て、生徒に英語を使って仕事をしている現場などを見せる。
○ 国や教育委員会は、高校生の海外留学を推進。
→１８歳の時点までに中長期の留学ないし在外経験を有する者の３万人規模への増加を目指す。

提言２：生徒にグローバル社会における英語の必要性について理解を促し、英語学習のモチベーショ
ン向上を図る。

＜具体的施策＞
○ 国は、ＡＬＴの活用実態を把握するとともに、授業外におけるＡＬＴの活用方法やＩＣＴを用いた海外と
の交流学習・協働学習などＡＬＴやＩＣＴの効果的な活用に関する情報を提供。
○ 教育委員会は、優秀な外国人教員などの採用を推進。 →６００人の採用を目指す。
○ 国は、民間人材や教材、指導事例など、英語教育に関する情報を掲載したポータルサイトを構築。

＜具体的施策＞
○ 国は、英語教員に求められる英語力についてその達成状況を把握・公表。

※英語教員に少なくとも求められる英語力：英検準１級、ＴＯＥＦＬ（iBT）８０点、ＴＯＥＩＣ７３０点程度以上

○ 教育委員会は、英語教員採用の際、外部検定試験等を活用し、英語教員に一定の英語力を求める。
○ 教育委員会は、地域の戦略的な英語教育改善のための拠点校を形成 →２５０校程度を目指す。
○ 国は、国際バカロレアレベルの学校やスーパーサイエンスハイスクールなどの先進的な取組を推進。

提言３：ＡＬＴ、ＩＣＴ等の効果的な活用を通じて生徒が英語を使う機会を増やす。

提言４：英語教員の英語力・指導力の強化や学校・地域における戦略的な英語教育改善を図る。

提言５：グローバル社会に対応した大学入試となるよう改善を図る。

１ 英語力の向上は、教育界のみならずすべての分野に共通する喫緊かつ重要な課題
２ 求められる英語力は、例えば、

・臆せず積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度

・相手の意図や考えを的確に理解し、論理的に説明したり、反論・説得したりできる能力 など

３ 新学習指導要領の着実な推進は、我が国の国民の英語力向上のための基本
→ 平成２８年度の達成を目指した社会全体を挙げての５つの提言

基本的考え方
平成２３年６月３０日 外国語能力の向上に関する検討会



中学校英語に関する基本調査

【調査概要】

○ 実施者 （株）ベネッセコーポレーション

教育研究開発センター

○調査期間 ２００９年１月～２月

○調査対象 全国の中学２年生２，９６７名

○抽出方法 市区町村の人口規模及び

人口密度を考慮した有意抽
出方法

※調査は全て公立校（３３校）で実施
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英語の得意・苦手

◆英語を苦手と感じている中学生は約６割。そのうち８割弱が「中１の後半」までに英語を「苦
手」と感じている。

Q あなたが、英語を苦手と感じるようになったのはいつ頃からですか。

Q あなたは英語が得意ですか、苦手ですか。

※「現在」とは本調査を実施した１月～２月（中２の後半）を示す。
※「やや苦手」、「とても苦手」と回答した1,833名のみ対象。
※「無回答・不明｣は省略

8.0 29.5 32.5 29.3 0.7

とても得意

やや得意

やや苦手

とても苦手

無回答・不明



英語学習でつまずきやすいポイント

◆「文法が難しい」と感じている中学生が約８割。「英語のテストで思うような点数がとれない」
「英語の文を書くのが難しい」と感じている中学生もそれぞれ７割を超える。

Q 英語の学習に関わることについて、次のようなことはどれくらいあてはまりますか。

※「とてもあてはまる」＋「あてはまる」の％。

78.6

72.7

72.0

65.8

62.9

59.6

53.7

44.8

44.7

43.9

43.0

文法が難しい

英語のテストで思うような点数がとれない

英語の文を書くのが難しい

英語を聞き取るのが難しい

単語を覚えるのが難しい

英語を話すのが難しい

英語に限らず自らすすんで勉強する習慣がない

外国、異文化に興味がもてない

英語の文を音読するのが難しい

英語そのものが嫌い

英語に限らず、勉強する気持ちがわかない

英語に対する意識

◆もっともやる気が高い時期は「中１の始め頃」という回答が約４割。

14.1

43.6

5.2 3.8
7.0 7.3

2.4 3.0

11.4

※「現在」とは本調査を実施した１月～２月（中２の後半）を示す。
※「無回答・不明｣は省略

Q あなたがもっとも英語学習のやる気が高かった時期はいつですか。



英語の学習動機

◆英語の学習動機は「中学生のうちは勉強しないといけないから」が約８割ともっとも高い。

※「とてもあてはまる」＋「あてはまる」の％。

Q あなたが英語を勉強しているのはどうしてですか。

78.8

77.9

71.3

55.2

46.1

37.5

37.0

36.2

33.5

23.7

17.6

13.4

中学生のうちは勉強しないといけないから

英語のテストでいい点を取りたいから

できるだけいい高校や大学に入りたいから

就職するときに役立つから

英語を勉強すると視野が広がるから

成績が悪いと親にしかられるから

外国を旅行するときに使いたいから

英語が好きだから

英語の勉強がおもしろいから

英語の先生が好きだから

英語の先生がはげましてくれるから

英語ができると優秀だと思われるから

英語の授業について

◆受けたい英語の授業として中学生が望むのは「入試に役立つ授業」が第１位。

38.9

31.3

13.8

6.4

3.6

入試に役立つ授業

英語が好きになる授業

積極的なコミュニケーション

能力が身につく授業

高等学校やそれ以降の

英語学習に役立つ授業

言語や文化に対する

理解が深まる授業

※いずれか1つを選択。
※「その他」、「無回答・不明」は省略。

Q あなたは、どんな英語の授業を受けたいですか。



異文化への関心

◆「外国に行きたい」と思っている中学生は６割強。

※「とてもそう」＋「まあそう」の％。

Q 次のようなことはどれくらいあてはまりますか。

64.7

59.6

54.0

52.3

50.5

50.0

37.5

32.5

外国に行きたい

外国の人に道を聞かれたら

答えられるようにしたい

外国の文化（生活や

食べ物など）に興味がある

外国の有名人やスポーツ

選手に関心がある

英語を使って外国人と話してみたい

外国の人と友だちになりたい

英語以外の外国語に興味がある

自分の家に、外国の人のホームステイを

受け入れることに抵抗がない

英語についての将来の意識

◆将来身につけたい英語力は、「英語でよい成績がとれるくらいの英語力」が第１位。

27.5

21.1

14.2

10.9

8.3

7.8

英語でよい成績がとれるくらいの英語力

日常会話で困らないくらいの英語力

海外旅行などで困らないくらいの英語力

英語で仕事ができるくらいの英語力

今、楽しく勉強ができれば、

とくに役に立たなくてもよい

今英語を学ぶ必要性を感じない

※いずれか1つを選択。
※「その他」、「無回答・不明」は省略。

Q あなたは将来、どのくらいの英語力を身につけたいですか。



小・中学校英語に関する基本調査

【調査概要】

○ 実施者 （株）ベネッセコーポレーション

教育研究開発センター

○調査期間 ２０１１年１０月

○調査対象 全国の中学１年生、及びそ

の母親２年生２，６８８組への

インターネット調査

82.4
70.9

68.0
66.6

57.9
57.6

51.6
49.5
49.5

48.7
47.3
46.7

44.8
43.9

40.9
39.8

35.0
32.4

22.0

英語のテストでいい点を取りたいから

英語をできるようになるのがうれしいから

英語はこれからの国際社会で必要になると思うから

できるだけ良い高校や大学に入りたいから

将来、日本で就職するときに役立つから

英語を勉強すると視野が広がるから

英語が好きだから

英語の歌や映画がわかるようになりたいから

世界の様々な国の人とコミュニケーションを取るのに使いたい

英語の勉強がおもしろいから

外国を旅行するときに使いたいから

英語の成績が悪いと先生や親にしかられるから

友だちも英語の勉強をがんばっているから

英語ができるとかっこいいと思われるから

英語を話す国に限らず外国の人々、文化、社会一般に関心がある

外国の人と友だちになりたいから

英語の先生や親がはげましてくれるから

英語の先生が好きだから

将来、海外で働きたいまたは暮らしたいから

英語の学習動機

◆「英語のテストでいい点を取りたいから」が８割以上ともっとも多いが、「できるようになるのが
うれしい」など、内発的な動機付けも高い。

Q あなたが英語を勉強しているのは、どうしてですか。



84.5

77.1

76.4

72.0

69.7

68.8

65.2

63.8

61.8

59.9

55.3

54.9

54.9

50.6

39.6

25.4

23.0

話したり、聞いたりだけでなく、読んだり、書いたりすること

日本人の先生が中心となって教えていること

授業で同じ事を繰り返し練習すること

単語や文・文章を覚えなくてはいけないこと

文法（文のルール）を学ばなくてはいけないこと

英語の授業時間が多いこと

通知表で成績がつくこと

中間や期末などの定期テストがあること

音だけでなく、文字を使う勉強が増えたこと

予習や復習、宿題などをしなくてはいけないこと

教科書や授業で勉強する会話の文や文章などが長いこと

英語の絵本などの読み聞かせの時間がないこと

歌やゲームなどが授業の中心ではないこと

勉強する内容・種類が多いこと

教科書の進み方（授業のペース）が速いこと

授業中に英語を話す時間が少ないこと

外国人の先生（ALT）の授業が少なくなったこと

英語の授業への意識

◆中学校での英語の授業には概ね肯定的な回答が多いが、「英語を話す時間が少ない」、
「ALTの来校頻度が少ない」ことには不満がある。

Q 中学校に入ってからの英語の授業を、あなたはどのように感じていますか。

※各項目について、「よい」「まあ
よい」「あまりよくない」「よくない」
「あてはまらない」の選択肢から
「よい」＋まあよい」と回答した％」
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